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１ 議論の背景 1 

 2 

琵琶湖大橋有料道路は、琵琶湖で隔てられた滋賀県の湖東と湖西を連絡し、3 

県政の均衡のとれた発展と琵琶湖観光の開発を図るため滋賀県が建設し、昭和4 

39年９月に開通しました。開通以来、産業経済、文化の発展はもとより、観光5 

発展に大きな役割を果たしています。昭和47年10月からは地方道路公社法に基6 

づき設立された滋賀県道路公社が琵琶湖大橋有料道路を県から引き継ぎ、管理7 

運営を行っています。 8 

利用者の利便性向上のため、交通の円滑化と安全性を確保するべく、昭和559 

年３月に橋梁本体に自転車歩行者道を添加し、昭和63年12月には道路延伸整備10 

工事が完了しました。さらに、その後の交通量増加に伴う混雑に対応するため、11 

平成元年７月からは大橋の四車線拡幅事業と関連公共事業を進め、平成８年３12 

月に第５期事業が完了しています。 13 

当初より高度経済成長とともに利用台数の伸びは順調に推移し、平成25年度14 

の通行台数は約1,221万台で、計画交通量よりも３割程度多い交通量で、経営的15 

に安定した路線となっています。 16 

そのような中、平成20年度および平成25年度に道路公社に対する包括外部監17 

査が実施され、平成25年度の結果報告書の中で、「法令上、損失補填引当金を早18 

期償還のために未償還額に充当すべきであるとの規定はないが、当該制度の趣19 

旨に鑑み、公社の財務状況を踏まえ判断すれば、現状のままで公社が道路利用20 

者から料金徴収を続ける意義は乏しいと考える。したがって、建設有料事業に21 

ついては早急に継続性の検討が求められるところである。（中略）県は、国との22 

協議を進めるとともに、有料道路利用者や広く県民意見などを参考に、また大23 

規模修繕や更新等の事業追加の有無を考慮し、建設有料事業の継続性について24 

慎重かつ早急に議論を重ね、その方針を明確に示していくべきである。あわせ25 

て、清算後の琵琶湖大橋の維持管理について、地域の実情に合わせて多様な管26 

理手法が選択できるよう、引き続き国に対し制度改正を働きかけるべきであ27 

る。」との意見が示されました。 28 

また、平成25事業年度の滋賀県道路公社の業務監査において、監事より「滋29 

賀県道路公社の平成25年度末の財務状況からすれば、有料道路建設に係わる未30 

償還額の一括償還も可能であり、このような状況で料金徴収を続けることは適31 

切ではないと考える。滋賀県道路公社は、滋賀県に対して早期償還についての32 

事業変更許可の同意を求めたが、結論には至っていない。滋賀県道路公社は滋33 
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賀県に対し、県民目線、利用者目線に立って、早期に無料化されるよう、より1 

積極的な働きかけを行われたい。」との監査結果が道路公社に提出されています。2 

さらに監事より知事に対し、「現在の道路公社の財務状況においては、すでに道3 

路利用者から料金徴収を続ける根拠を無くしている。よって、道路公社は、す4 

ぐに琵琶湖大橋有料道路の無料化の手続きに入るべきである。なお、無料化に5 

あたっては、多様な意見があることも仄聞しており、県として責任ある適切な6 

対処をされるよう要望する。」との意見が提出されています。 7 

このため、道路公社は琵琶湖大橋有料道路を建設・管理運営する立場として、8 

道路整備特別措置法の趣旨からすぐに建設有料事業を清算すべきと考え、料金9 

徴収期間の短縮のための同意申請を平成25年、平成26年に県に出しているとこ10 

ろです。 11 

一方、近江大橋有料道路清算の方針決定後の平成25年７月に、11市長から近12 

江大橋有料道路について、「道路整備特別措置法第10条第４項※に定める変更許13 

可に基づく改築整備を行い、受益者である利用者から適切な負担を継続して求14 

めることが望ましいと考えます。（中略）無料化方針の妥当性について改めて検15 

討されるよう提案します。」として、建設有料事業を継続すべきであるとの提案16 

が出され、その中で琵琶湖大橋についても、「有料道路年間約３億１千万円の維17 

持管理経費を要し、築後約50年になる琵琶湖大橋有料道路の無料化も同様の問18 

題が予想されます。」とされています。 19 

また一方で県は、法令上規定がないことから違法状態ではないとしながらも、20 

道路が原則無料であること、および道路整備特別措置法において特例として有21 

料道路が認められていることから、現在の道路公社の財務状況において保有資22 

産が未償還額を上回る状況は、利用者および県民から見て課題であるとしてい23 

ます。また、現在料金収入で維持管理をしている琵琶湖大橋有料道路について、24 

建設有料事業清算後どのように財源を確保し、良好な状態で維持管理していく25 

かが課題であると考えています。 26 

このように琵琶湖大橋有料道路にはさまざまな課題があることから、琵琶湖27 

大橋有料道路の今後の運営と維持管理について研究するため、県は「琵琶湖大28 

橋有料道路のあり方に関する研究会（以下「研究会」という。）」を設置したと29 

ころです。 30 

研究会は有識者、道路利用者団体、経済団体および行政関係の委員計11名で31 

構成し、平成26年８月から平成27年２月にかけて計５回の会議を開催し、検討32 

を重ねてきました。 33 
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ここに５回にわたる研究会での議論の結果を、以下のとおりとりまとめます。 1 

 2 
※道路整備特別措置法第 10 条 3 
（地方道路公社の行う一般国道等の新設又は改築）  4 
第 10条 地方道路公社は、（中略）都道府県道（中略）について、道路法(中略)による管5 

理の方法の定めにかかわらず、国土交通大臣の許可を受けて、当該道路を新設し、又は6 
改築して、料金を徴収することができる。  7 

２～３ 省略 8 
４ 地方道路公社は、第１項の許可を受けた後、第２項（中略）第６号〔料金の徴収期間〕9 

に掲げる事項を変更しようとするときは、国土交通大臣の許可を受けなければならない。 10 
 11 

２ 研究会における議論 12 

（１）琵琶湖大橋有料道路を取り巻く状況について 13 

１ 有料道路制度 14 

地方道路公社が行っている有料道路は、道路整備特別措置法第 10 条の15 

許可を受けた道路に対し、借り入れ金等で道路を建設し、開通後の通行料16 

で借入金および利息の返済と維持管理に要する費用を償い、料金徴収期間17 

満了または償還準備金が借入金を上回った時点のいずれか早い時点で本来18 

道路管理者に引き継ぎ、無料開放するという制度です。この制度に基づき19 

有料道路を整備し、本来道路管理者に引き継ぐまで維持管理する事業を「建20 

設有料事業」といいます。 21 

そのイメージは図１のとおりで、事業許可を受けたあと、工事に着手し22 

ますが、工事に要する資金は市中銀行からの借り入れ金や国からの無利子23 

貸付金、県など本来道路管理者からの出資金により調達することとなって24 

います。 25 

供用後は利用者の方々から料金を頂き、その料金は借入金を返済するた26 

めの「償還準備金」、収入に対する不測の事態に対応するために積み立てる27 

「損失補填引当金」、維持管理のための「維持修繕費」に充てることとなっ28 

ています。 29 

計画していた交通量より実際の交通量が少ない状況では料金徴収期間満30 

了時点で、本来道路管理者に引き継がれ、無料開放されます。この場合、31 

償還準備金が不足していれば、損失補填引当金を充当するか、出資金を放32 

棄、それでも不足する場合は税金を充当するなどして償還されます。 33 

一方、計画以上の利用交通量により、償還準備金が予定より早く積み上34 

がれば、その時点で無料開放となります。 35 

ただし、維持管理費が特に多額であること、かつ、本来道路管理者によ36 
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る維持管理が著しく困難な場合は、維持管理にかかる費用のみを料金で徴1 

収する維持管理有料道路制度があります。 2 

 3 

 4 
 5 

２ 琵琶湖大橋有料道路の整備経緯 6 

琵琶湖大橋有料道路の整備経緯は図２のとおりで、まず、昭和 37 年か7 

ら琵琶湖大橋本体の架設をはじめ、現在の南側の橋が２車線で開通しまし8 

た。 9 

その後、第２期として守山側の未舗装であった新幹線までの区間の改築10 

舗装が行われ、琵琶湖大橋へのアクセス性向上が図られました。 11 

さらに、第３期、４期で交通安全対策や起終点部の交通渋滞の緩和のた12 

めの区間の延長等が行われ、平成７年には第５期として琵琶湖大橋をもう13 

１本架けて４車線化しました。 14 

結果、現在では１日あたり約３万台もの車が通行しています。 15 

図１ 
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 1 

３ 滋賀県道路公社の財務状況 2 

滋賀県道路公社の平成 25 年度末決算状況は図３のとおり、琵琶湖大橋3 

有料道路と道路公社のもう一つの事業である大津港駐車場の未償還額は4 

合わせて約 69 億円ですが、これまでの事業において積み立てられた損失5 

補填引当金や剰余金が約 117 億円あります。 6 

 7 

図２ 

図３ 
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このため、未償還額に損失補填引当金等を充てれば、すべてを償還して1 

も、約 48 億円が残る状況となっています。 2 

 3 

（２）琵琶湖大橋有料道路における課題について 4 

１ 道路網における課題 5 

「１ 議論の背景」で述べたように、琵琶湖大橋有料道路にはさまざま6 

な課題があり、そのうちの一つが「建設有料事業の継続性」です。平成257 

年度の包括外部監査の意見の中では、「有料道路利用者や広く県民意見など8 

を参考に、また大規模修繕や更新等の事業追加の有無を考慮し、建設有料9 

事業の継続性について慎重かつ早急に議論を重ね、その方針を明確に示し10 

ていくべきである。」とされているところです。 11 

研究会としても、建設有料事業を継続するか、清算するかの判断にあた12 

っては、先に述べた道路公社の財務状況を踏まえることはもちろんですが、13 

琵琶湖大橋有料道路管理区間における道路網の課題などを確認し、その課14 

題の解決のために、建設有料事業として追加して実施すべき事業がないか15 

についても慎重に検討すべきと考えます。 16 

 17 

１－１ 今すぐ無料にした場合の交通量の変化 18 

琵琶湖大橋有料道路管理区間における課題を確認するため、平成26年７19 

月１日に県が実施した交通量調査の結果を図４に示すとともに、交通量推20 

計の手法を使い、まず、琵琶湖大橋有料道路を「今無料にしたらどうなる21 

か」を推計した結果が図５です。 22 
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 1 
 2 

 3 

各路線の交差点付近の交通量を地図上に示しており、凡例にあるとおり、4 

上段が無料にした場合の交通量、中段が現在の有料の場合の交通量、下段5 

が有料時を１とした場合の増加率を示しています。 6 

図５ 

図４ 
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また、図の中段のグラフは、有料と無料の場合における交通量の差を示1 

しています。 2 

琵琶湖大橋の交通量の変化をみると、現在の道路網の状態で無料にした3 

場合、1日あたり3,500台程度増加すると見込まれ、その増加率は1.11倍と4 

顕著な増加は見られません。 5 

下段の２つのグラフは、有料の場合と無料の場合のそれぞれについて、6 

道路の容量に対する交通量の比率（容量比）を表しており、一部に容量比7 

が大きく超過している箇所がありますが、有料、無料どちらの場合でも同8 

じ傾向となっており、現状における国道477号の真野ＩＣ口交差点～琵琶湖9 

大橋交差点の混雑は変わらないものの、琵琶湖大橋を今無料化することに10 

よる新たな著しい課題の発生はないと考えられます。 11 

 12 

１－２ 現況および将来における交通量の変化 13 

次に、将来無料になった場合と現在との交通量の変化について推計した14 

結果が図６です。 15 

 16 

 17 

琵琶湖大橋の交通量の変化をみると、現況の交通量に対して将来の交通18 

量は、1日あたり3,800台程度増加すると推計しており、その増加率は1.1219 

倍になります。 20 

図６ 
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橋以外の有料道路管理区間については、まず西側ですが、国道477号に1 

おいて、下段のグラフのとおり現状で容量比が大きく超過しています。ま2 

た、中段のグラフのとおり将来においても交通量が増加します。将来の容3 

量比はそれほど高くありませんが、これは将来の国道477号の４車線化（現4 

在は２車線）を前提に推計しているためで、仮に４車線化されなかった場5 

合は、容量比がさらに高くなると考えられます。 6 

次に東側については、八代交差点から国道８号バイパス交差点の区間に7 

おいて、中段および下段のグラフのとおり、将来において交通量が増加す8 

るとともに、容量比が高くなっています。 9 

図６の推計結果をもとに、研究会での意見等も取り入れ、国に対して要10 

望中の国道161号バイパスが４車線化し、琵琶湖大橋の取付道路である守山11 

栗東線のバイパスルートとなる野洲川幹線から県道今浜水保線までつなが12 

るルートを２車線で確保し、さらに琵琶湖大橋東詰め交差点から今浜水保13 

線へ分岐するまでの２車線の区間を４車線化した場合の推計結果が図７で14 

す。 15 

 16 

 17 

これによると、西側については、国道161号の４車線化により国道477号18 

の交通量がさらに増加することがわかります。ただし、国道477号の４車線19 

図７ 
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化も見込んだ推計のため、容量比はそれほど高くなりません。このことか1 

らも、国道161号の４車線化に合わせた国道477号の４車線の確実な整備が2 

必要と考えられます。 3 

また、東側については、八代交差点から国道８号バイパス交差点の区間4 

において、将来において交通量が増加するとの推計結果でしたが、並行す5 

るルートの整備により取付道路の交通量が分散することがわかりました。 6 

また、琵琶湖大橋東詰め交差点から今浜水保線へ分岐するまでの２車線7 

の区間を４車線化したことにより容量比が小さくなることから、この区間8 

の４車線化は効果的であると考えられます。 9 

いずれのケースでも、八代交差点から国道８号バイパス交差点間の容量10 

比は大きく減少しません。しかしながら、八代交差点に接続する道路の交11 

通量を見てみると、現時点で交差点に流入する四方向の交通量はどれも112 

万4千台から1万7千台となっていますが、大津湖南幹線（推計で織り込み済13 

み）が将来整備されることで、八代交差点の南北方向に走る路線である大14 

津能登川長浜線の交通量が大津湖南幹線に転換し、減少します。このこと15 

から、例えば八代交差点付近の交通量に合わせて、信号の青時間調整など16 

の交通処理の方法が変更されることは確実であり、これにより八代交差点17 

付近の守山栗東線の交通の円滑化に大きな効果があるものと判断できます。18 

このため、八代交差点から国道８号バイパス交差点間の交通の円滑化のた19 

めには、大津湖南幹線の計画的で着実な整備が必要です。 20 

 21 

１－３ 琵琶湖大橋の耐震対策 22 

耐震対策については、本県を含む全国において、上部工および橋脚の耐23 

震対策・補強が進められています。 24 

その際に、設計の基準を定めているのが「道路橋示方書・同解説」（以25 

下「道示」という。）です。 26 

この道示の適用の考え方は図８のとおりで、新設・架け替え、または耐27 

震対策の設計の時点における最新の道示を適用することとなっています。 28 



- 11 - 
 

 1 

図９下段のとおり、琵琶湖大橋においても平成９年以降、上部工および2 

橋脚について耐震対策を実施してきました。 3 

しかし、基礎部については、兵庫県南部地震においても基礎本体の損傷4 

が主な要因となった落橋事例がないことから、優先度は相対的に低く、本5 

県も含めて全国的にほとんど行われていない状況です。 6 

利用者アンケートでは「通行料金で負担してもよい整備内容として、「防7 

災対策」と選択された回答のうち、琵琶湖大橋本体と回答した意見が最も8 

多い。」こと、研究会において「琵琶湖大橋は滋賀県民の生活あるいは滋賀9 

県の経済活動にとって、非常に大きな意味を持っている。もし、これが使10 

えなくなったら非常にダメージが大きい。そのことを考慮して将来にわた11 

って長く使えるようなシステムを構築できたらと考える。」との意見もあり12 

ました。 13 

 14 

図８ 
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 1 
図10の上段は平成25年7月9日付けで道路課長から各土木事務所長に発2 

出した県の管理する橋梁の耐震補強に関する通知文です。 3 

この通知文の下線部に「東北地方太平洋沖地震の際に特殊な形式の橋梁4 

における落橋被害が報告されており、県内の同形式の橋梁についてもその5 

脆弱性が懸念される。このため、下記により対象となる橋梁の耐震性能を6 

早急に確認し、適切な対策を進める」とあり、対象橋梁は、「緊急輸送道路7 

に指定した路線にある特殊な下部構造（パイルベント等）を有する橋梁」8 

となっています。 9 

パイルベントというのは、図10の写真にあるように、通常のコンクリー10 

ト橋脚ではなく、杭を橋脚としたもので、杭と桁の受け台が一体で構成さ11 

れる構造をいいます。 12 

対応方法としては、「平成24年道路橋示方書・同解説（平成24年３月）13 

に従って照査を実施」としており、また、「照査の結果、耐震性能を満足し14 

ていない場合は対策を行う」としています。 15 

琵琶湖大橋については、緊急輸送道路に指定した路線にかかる橋であり、16 

橋脚基礎部の形式がパイルベント等を有する橋梁であることから、道路公17 

社において照査を実施しています。 18 

琵琶湖大橋については、通行不能となり、復旧に長時間必要となった場19 

図９ 
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合、社会的影響は非常に大きいことから、県としては琵琶湖が県土の中央1 

に位置する地理的特異性および防災上、できる限り想定外とならないため2 

に、長期間利用できる橋となるよう検討したいとの考えです。 3 

研究会としても、代替性のないその重要性に鑑み、できる限り想定外と4 

いうことのないように、防災上の懸念を少しでも減らすために、検討を進5 

めていくべきと考えます。 6 

 7 

 8 

２ 維持管理における課題 9 

琵琶湖大橋有料道路のもう一つの課題が「清算後の琵琶湖大橋の維持管10 

理」です。現在、琵琶湖大橋有料道路の維持管理は道路公社が利用者の料11 

金収入で行っていますが、建設有料事業を清算した後は県が琵琶湖大橋有12 

料道路を引き継ぎ、維持管理していくこととなります。建設有料事業をい13 

つの時点で清算するかは今後県が判断することになりますが、いつかは清14 

算し県に引き継がれることになり、その場合、維持管理費は県が税などか15 

ら財源を確保する必要があります。 16 

そこで、琵琶湖大橋有料道路を県が引き継いだ場合の影響を把握するた17 

め、琵琶湖大橋有料道路の維持管理費について、本体と本体以外に分けて18 

図１０ 
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試算しました。 1 

まず、琵琶湖大橋本体については、電気代や除雪費、植栽管理や舗装補2 

修などの通常維持管理にかかる費用は直近５年の実績平均から年あたり費3 

用を算出しました。 4 

鉄桁の再塗装や伸縮装置の補修、コンクリートの中性化対策および部材5 

の更新等については、長寿命化修繕計画に計上されている工種とし、その6 

工事にかかる修繕費用を修繕頻度で割った値を年あたり費用として算出し7 

ました。これらを合計すると、平均して年間約1.5億円が必要となります。 8 

次に、琵琶湖大橋本体以外の区間については、通常維持管理費のみを対9 

象として実績から算出した結果、年平均約２億円の費用が必要となります。 10 

琵琶湖大橋本体と本体以外の区間の維持管理費を合計すると、年平均約11 

3.5億円が必要との結果となりました。 12 

建設有料事業を清算した場合、着実に維持管理を行うためには、毎年こ13 

の維持管理費が県の負担となります。14 

 15 

 16 

（３）琵琶湖大橋有料道路における課題に対する対策について 17 

１ 対策の範囲 18 

先に述べた道路網の課題に対応するためには、琵琶湖大橋を挟んだ「国19 

道 477 号大津側〔区間Ａ〕」および「国道 477 号守山側〔区間Ｂ1〕」の４20 

車線化、東側については守山栗東線（琵琶湖大橋取付道路）と並行するル21 

ートである 「今浜水保線〔区間Ｂ2〕」および「野洲川幹線〔区間Ｃ’〕」の22 

２車線化、また琵琶湖大橋本体についても将来にわたって安定的に維持で23 

きるような対策について検討すべきと考えます（図 11 参照）。 24 

 25 
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 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

２ 課題への対応スケジュール 16 

研究会として琵琶湖大橋有料道路の課題箇所に対して対策が必要と考17 

える区間を示しましたが、当然ながら、すぐに行うべき対策もあれば、中18 

長期的に行うべき対策もあります。 19 

まず、東西を連結する琵琶湖大橋の重要性を考えると、琵琶湖大橋本体20 

の耐震対策は早急に取り組むべき対策です。 21 

また、ある区間の交通量の増減により周辺の区間の交通の流れが変化す22 

るなど、道路の課題は周辺の道路の整備状況とも密接に関連しています。23 

このため、琵琶湖大橋有料道路の課題への対策時期の検討にあたっては、24 

周辺の道路の整備計画も見込んで課題への対応スケジュールを検討してお25 

 対策の範囲および内容  
【琵琶湖大橋本体】 

○旧橋および新橋（新たな技術基準に対応した耐震性能による補強） 
【琵琶湖大橋から西側の道路網】 

○国道 477 号大津側（真野ＩＣ～琵琶湖大橋交差点）〔区間Ａ〕４車線化 
【琵琶湖大橋から東側の道路網】 

○国道 477 号守山側（琵琶湖大橋東詰交差点～県道今浜水保線取付）〔区間Ｂ

1〕４車線化  
○今浜水保線〔区間Ｂ2〕現道改築 
○野洲川幹線現道拡幅改築〔区間Ｃ’〕  

 

図１１ 
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く必要があります。 1 

具体的に見ていくと、琵琶湖の西側については、国道 161 号の４車線化2 

を県および地元市で要望しており、まだ事業化されていませんが、必要な3 

事業用地が確保されていることを考慮すると、着工すれば比較的短期間で4 

完了すると思われます。したがって、国道 161 号の４車線化に伴って影響5 

を受ける区間についても、これに遅れないよう、早期に整備する必要があ6 

ります。このため、国道 161 号と接続する現在も混雑している区間Ａは短7 

中期的な整備が求められます。 8 

琵琶湖の東側については、国道８号の野洲栗東バイパスや大津湖南幹線9 

の整備が予定されており、概ね 10 年程度のスパンでの整備が見込まれてい10 

ます。これらの幹線道路が完成すると琵琶湖の東側の交通流は大きく変化11 

すると考えられます。特に琵琶湖大橋取付道路本線である守山栗東線の八12 

代交差点付近から国道８号バイパス間の混雑が見込まれるため、この渋滞13 

対策に効果があると判断される区間Ｂ2、Ｃ’といった区間は中長期での整14 

備が必要と考えます。 15 

ただし、区間Ｃ’の整備はさらなる調査・検討を進めるとともに、大津16 

湖南幹線と野洲栗東バイパス完成後の実際の交通状況を確認したうえで、17 

信号調整など他の手段の効果も踏まえつつ、区間Ｃ’の整備の必要性や着18 

手時期を改めて判断するべきです。 19 

また、区間Ｂ1は、琵琶湖を挟んで区間Ａと区間Ｂ2を繋ぐ区間として、20 

交通量の増加に伴う混雑が予測されることから、区間Ａと合わせた整備が21 

必要と考えます。 22 

 23 
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 1 

 2 

３ 整備手法の判断材料 3 

次に事業実施にあたっての整備手法を検討します。 4 

整備手法とは、整備のための財源を何に求めるかということで、大きく5 

分けると、 6 

①建設有料事業として料金収入を財源として整備する手法 7 

②公共事業として税等を財源として整備する手法 8 

があります。 9 

この研究会は、「建設有料事業の継続性」を検討することが目的の一つ10 

です。そのため、これまでに確認した対策の必要な区間について、①の手11 

法がふさわしいか、もしくは②の手法がふさわしいかを検討することとし12 

ます。 13 

仮に①で整備することがふさわしい区間があった場合、その事業規模に14 

もよりますが、一定期間、建設有料事業を継続することになります。 15 

建設有料事業として整備することがふさわしいかどうかは、その財源が16 

琵琶湖大橋利用者の通行料金であることを考慮し、整備する箇所と琵琶湖17 

大橋との関連性を十分説明できるか、また、利用者の理解を得られるか、18 

という観点から十分に精査した上で、整備区間も含めて判断する必要があ19 

図１２ 
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ります。 1 

一方、有料で整備することががふさわしくない場合、琵琶湖大橋有料道2 

路は建設有料事業を清算して道路公社から県に引き継がれ、無料開放され3 

ることとなります。ただし、その場合であっても、継続的な維持管理のた4 

めには、料金徴収期間中の道路管理者である道路公社とそれを引き継ぐ本5 

来道路管理者である県との間の調整などに概ね１年程度の引継期間が必要6 

であり、その期間を考慮して清算時期を決定する必要があります。 7 

先に述べた判断材料については、以下のとおりです。 8 

 9 

３－１ 琵琶湖大橋との関連性 10 

図13は、琵琶湖大橋と周辺道路の関連性を確認するため、琵琶湖大橋を11 

利用した車が周辺道路をどの程度利用するのかについて、将来、周辺道路12 

が整備されるとともに琵琶湖大橋が無料になっている前提で推計したもの13 

です。 14 

 15 

 16 

 17 

琵琶湖大橋を挟んだ東西に直進するルートの直近の区間は50％前後の18 

方が利用していますが、橋から離れるにしたがって、その割合が下がって19 

いくことがわかります。 20 

 21 

 22 

 23 

図１３ 


